
高校卒業の時点におい

て、進路希望を設定できて

いない生徒数（人） 30

(R3)
4

インターンシップ等の体験的な学習

活動や、各教育局のキャリアプランニ

ングスーパーバイザーによる進路相談

等の実施の継続により、進路希望を設

定できていない生徒の減少が見込ま

れる。16 (R7.10 )

点

27 25 23 22 20

168.8%

R6.6

(R7.6)

卒業までにインターンシッ

プなどのキャリア教育に資

する体験的な学習活動を

経験した高校生の割合

(%)

44.6

(R3)

88.0

103.6% 4

長期のインターンシップ（デュアルシ

ステム）の好事例を掲載した「キャリア

だより」を作成したほか、インターンシッ

プ状況等調査の調査票において「キャ

リア教育に資する体験的な学習活動」

の具体例を示したことから、割合は上

昇した。58.0 68.7

59.1 66.3 73.5 80.8

点

R7.2

インターン

シップ実施

状況等調査

（道教委）

生徒の実態

等に関する

調査

（道教委）

3

道徳科の特質を踏まえた授業改善

など、教師の指導力向上を図る研修

等を行ったが、目標値の達成に至らな

かった。

65.8 65.4

点

全国学力・

学習状況調

査

（文科省）

R6.4

将来の夢や目標を持って

いる児童生徒の割合(%)

（中）
67.4

69.8 72.1 74.4 76.7 79.0

90.7%

将来の夢や目標を持って

いる児童生徒の割合(%)

（小）
79.6

80.3 81.7

81.5 83.4 85.3 87.2

R7 R8 R9 調査期日

89.0

98.0% 3

道徳科の特質を踏まえた授業改善

など、教師の指導力向上を図る研修

等により、Ｒ5よりも進捗が見られたも

のの、目標値の達成には至らなかっ

た。点

R6.4

全国学力・

学習状況調

査

（文科省）

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名 施策項目７　キャリア教育の充実 所管課 高校教育課（義務教育課）

２　定量評価

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

施策の

方向性

(要約)

○　　社会的・職業的自立に向け、児童生徒一人一人のキャリア形成を育むために、キャリア・パスポートを活用するなど、児童生徒

   が自身の変容や成長の自己評価を促すキャリア教育を実践する。

○　　普通科高校等においても勤労観・職業観を育成するため、大学や研究施設等の専門機関におけるアカデミック・インターンシッ

    プを推進するなど、計画的な就業体験を促すキャリア教育を実践する。

○　　社会の急激な変化に対応できる資質・能力を身に付けた人材育成のため、産業界や大学等と連携し、世界を視野に地域の

　　課題解決に主体的に取り組むなど、地域と学校が一体となった教育課程の改善・充実を図りながら、持続的成長を促す産業教

   育を実践する。

○　　高校の卒業生には、進路目標が未定の者がいるほか、就職後３年以内の離職割合が全国に比べ高い状況にあることから、

　　キャリアプランニングスーパーバイザーによる学校支援を行うなど、生徒の自己肯定感や職業意識を向上させるための就職指

   導の改善・充実を図る。

前年度

の状況

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

概ね順調

○取組の柱（１）キャリア・パスポート等を活用したキャリア教育の推進

・国の動向等を踏まえて、キャリア・パスポート等を活用したキャリア教育の充実について学校に指導・助言

・高校生が企業等と連携して開発した商品等を販売する教育活動を実施し起業家的資質・能力を育成するなど、社会

の形成に主体的に参画しようとする力を育成する学習活動を推進

○取組の柱（２）就業体験活動（インターンシップ）の充実

・産業構造の変化や新たな働き方を体験的に学べるインターンシップ等の充実

・関係機関等と連携し、生徒や教員を対象とした新たな産業や働き方に関する出前授業等を開催

○取組の柱（３）地域や産業界と高校が一体となった社会に開かれた教育課程の推進

・地域と産業の持続的発展をけん引するイノベーターとしてのマイスター育成を図る「マイスター・ハイスクール事業」の

取組を通じ、 マネジメント及びコーディネート機能を強化した教育活動を推進し、職業人材育成システムを構築

○取組の柱（４）職業意識の向上などに取り組むキャリアプランニングスーパーバイザーによる学校支援の充実

・各教育局に配置するキャリアプランニングスーパーバイザーを対象とした研修の充実を図り、進路相談や就職内定者

向けのセミナーなどを通じて、生徒の職業意識やコミュニケーション能力を向上

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6

所管課ＨＰ
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②関係機関等と連携し、生徒や教

員を対象とした新たな産業や働き

方に関する出前授業等を開催

②半導体に関する出前授業（高校

22校）、教員向けの建設DXや、半

導体、観光産業、洋上風力発電に

関するセミナーの開催

②半導体や洋上風力発電など、新たな産業に対する生徒

や教員の理解促進を図ることができた。ドローンの活用や

スマート農業、スマート水産業に関するセミナーを充実する

必要がある。

②デジタル技術の進展に伴

い産業構造が変化する中、

関係機関等と連携し、新た

な産業や働き方に関する教

員や生徒の理解促進を図る

ことができた。

取組

の柱

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

(2)就業体験活動（インターンシップ）の充実
点

数
1 点

点

数
1 点

①企業等での実習と学校での講

義を組み合わせたインターンシッ

プ、いわゆるデュアルシステムの好

事例を紹介した「キャリアだより」を

発行

①-1 マイスター・ハイスクール事

業の運営委員会の開催（厚岸翔

洋高校：６月、11月、２月）

①-2 マイスター・ハイスクール事

業（厚岸翔洋高校）成果発表会

（12月、参加者：約120名） の開

催

①-１ 事業最終年度となる厚岸翔洋高校では、次年度以

降の取組の継続に向けて、地域や産業界と連携した取組

を教育課程に位置付けるとともに、コミュニティ・スクールを

導入するなど、職業人材育成システムを構築することがで

きた。

①-2 生徒による、スマート水産業の活用方法など、事業

を通して学んだことの紹介や、地域や産業界の方との協議

などを行う成果発表会を通じて、事業の成果を全国に発信

することができた。

①小・中学校教育課程改善の手引

のキャリア教育の充実に係る内容

等を基に、各教育局の学校教育指

導訪問等において、キャリア・パス

ポート等を活用したキャリア教育の

充実に向けた指導助言を実施

②高校生チャレンジinどさんこプラ

ザを開催（札幌店：12月、出品校６

校９商品、販売協力校５校）、事前・

事後には、それぞれ、オンラインでの

打合せ・情報交換会を実施

①北海道教育委員会及び市町村教育委員会の指導主事

に対し、小・中学校教育課程改善の手引や協議会等を通

じて、キャリア・パスポート等に係る内容を周知し、理解の促

進を図ることができた。引き続き、周知・徹底を図り、各学

校のキャリア教育の充実を図る必要がある。

②生徒が企業と連携して開発した商品の販売を通じて、商

品開発や接客、販売など体験的に学習することができ、起

業家的資質・能力を育成することができた。また、高校にお

ける教育活動を広く道民に周知できた。

①手引や協議会等を通じて

キャリア教育の充実に係る

内容を広く周知することがで

きた。

②商品開発や販売を通じて

起業家に求められる資質・

能力を育成することができ

たほか、取組の成果を広く

周知することができた。

①静内農業高校における学校設

定科目「デュアル派遣実習」の事

例を掲載し、学校に日頃の学びと

キャリア教育を一体化させる取組

について普及啓発

①生徒の勤労観・職業観の育成に向けて、長期間や複数

回にわたって実施したインターンシップの成果等を広く周

知するとともに、新たな働き方や仕事内容を理解できるイン

ターンシップの実施に向けて、関係機関等に協力を依頼

①学校への普及啓発及び

関係機関への協力依頼を実

施、社会との接続による勤労

観・職業観を育成することに

よる進路指導上の効果につ

いて理解を図った。

進捗状況令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】

取組

の柱
(4)職業意識の向上などに取り組むキャリアプランニングスーパーバイザーによる学校支援の充実

点

数
1 点

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①地域と産業の持続的発展をけん

引するイノベーターとしてのマイス

ター育成を図る「マイスター・ハイス

クール事業」の取組を通じ、マネジ

メント及びコーディネート機能を強

化した教育活動を推進し、職業人

材育成システムを構築

（再掲：施策項目１（４））

①昨年度、事業が終了した

静内農業高校とともに、厚岸

翔洋高校が地域や産業界と

一体となって構築した職業

人材育成システムを広く普

及・啓発している。

取組

の柱
(3)地域や産業界と高校が一体となった社会に開かれた教育課程の推進

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①教育課程改善の手引に「キャリ

ア・パスポート」の活用の工夫につ

いて掲載するとともに、指導助言等

で活用

②高校生が企業等と連携して開発

した商品を北海道のアンテナショッ

プで販売する教育活動を実施し、

起業家的資質・能力を育成するな

ど、社会の形成に主体的に参画し

ようとする力を育成する学習活動を

推進

①生徒の就業意識の向上や早期

離職の未然防止に向けて、各教育

局に配置しているキャリアプランニ

ングスーパーバイザーを対象とした

研修の充実を図り、キャリア教育を

推進

②就職指導における効果的な事例

や「就職指導の改善に関する研

究」の成果を普及啓発

③早期離職の未然防止に向けて、

就職内定者向けのセミナーを開催

①-1 キャリアプランニングスー

パーバイザー研修会の開催（６月、

１０月）

①-2 キャリアプランニングスー

パーバイザーによる訪問（学校、企

業、関係機関）

②「就職指導の改善に関する研

究」成果報告会（３月）の開催

③２名のキャリアプランニングスー

パーバイザーを講師として、講演や

グループワークを実施（１月、参加

者467名）

①高校生の就業意識の向上が図られたことから、Ｒ７年３

月新規高卒者の就職内定率は、高い水準を維持すること

ができた。その他、「就職指導の改善に関する研究」の打

合せにキャリアプランニングスーパーバイザーが参加する

ことにより、各指定校の就職支援教員や各教育局の指導

主事などと連携し、認識を共有する機会とすることができ

た。

③就職後に必要となるコミュニケーションスキルや、卒業後

に相談できる関係機関等について理解を深めることがで

きた。２年連続、同じ講師としたため、その他のキャリアプラ

ンニングスーパーバイザーも講師を担うことができるよう、

資質・能力の育成が必要である。

③２年連続の実施となって

おり、オンラインを活用しなが

らセミナーの内容が定着し、

充実が図られている。

②「就職指導の改善に関する研究」指定校を対象に卒業

者の就職慣行に係る調査を実施し、1人1社制や早期離職

について、生徒や教員、企業関係者の認識を整理し、その

共有を行うことができた。

①研修によるキャリアプラン

ニングスーパーバイザーの

資質・能力の育成、学校や

教育局との連携など、学校

支援の充実が図られてい

る。

②研修によるキャリアプラン

ニングスーパーバイザーの

資質・能力の育成、学校や

教育局との連携など、学校

支援の充実が図られてい

る。

３　定性評価
取組

の柱
(1)キャリア・パスポート等を活用したキャリア教育の推進

点

数
1 点
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3.5 1.0 4.5 概ね順調

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】
○取組の柱（１）キャリア・パスポート等を活用したキャリア教育の推進

・　 国の動向等を踏まえて、キャリア・パスポート等を活用したキャリア教育の充実について学校に指導・助言するほか、高校生が企業等と

     連携して開発した商品等を販売する教育活動を実施し、起業家的資質・能力を育成するなど、社会の形成に主体的に参画しようとする

     力を育成する学習活動を推進する。

○推進指標「卒業までにインターンシップなどのキャリア教育に資する体験的な学習活動を経験した高校生の割合(%)」及び取組の柱（２）

　  就業体験活動（インターンシップ）の充実

・　　産業構造の変化やICT等を活用した新たな働き方を体験的に学べるインターンシップ等の充実を図るほか、関係機関等と連携し、生徒や

　　　教員を対象にした新たな産業や働き方に関する出前授業やオンラインセミナー等を開催する。　

○取組の柱（３）地域や産業界と高校が一体となった社会に開かれた教育課程の推進

・　昨年度、事業が終了した静内農業高校とともに、厚岸翔洋高校が地域や産業界と一体となって構築した職業人材育成システムを、マイス

　　ター・ハイスクール普及促進事業「北の専門高校ONE-TEAMプロジェクト」を活用し、広く普及・啓発していく。

・  ドローンの活用やスマート農業、スマート水産業に関する出前授業や教員向けセミナーの充実を図る。

○推進指標「高校卒業の時点において、進路希望を設定できていない生徒数（人）」及び取組の柱（４）職業意識の向上などに取り組むキャ

　　リアプランニングスーパーバイザーによる学校支援の充実

・　各教育局に配置しているキャリアプランニングスーパーバイザーを対象としたオンライン研修の充実を図り、進路相談や就職内定者向けの　

　　セミナーなどを通じて、生徒の職業意識やコミュニケーション能力の向上を図る。

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

－54－ 



点

97.5

全国体力・運動能力、運動習慣等調

査結果報告書において、「体力向上プ

ラン」等を活用して具体的な数値目標

を設定することの重要性を具体的に

啓発した結果、昨年度と比較し、小・

中学校ともに、設定している学校の割

合が増加した。

体育・保健・

安全に関す

る調査

（道教委）

R6.10

93.9%

どさん子元気アップチャレンジなど、

体育の授業以外における運動機会を

創出する取組を行ったが、中学校にお

いては、運動時間が60分以上の生徒

が全国平均よりも低い状況にあること

から、運動の重要性の更なる啓発と取

組の推進が課題である。

新型コロナウイルス感染症の影響に

より低下傾向にあった実績値は、中学

校において回復傾向にあるが、運動

習慣の二極化が依然として顕著にあ

らわれていることから、今後も実績値

を注視していく。

全国体力・

運動能力、

運動習慣等

調査
（スポーツ庁）

R6.7

点
95.6%

R6.10

3

体力合計点の全国平均

値を50.0とした場合の北

海道の小学５年生、中学２

年生の値

小男

49.4

小女

49.2

中男

48.1

中女

46.6

97.4%

小男

49.6

小女

49.4

中男

48.2

中女

47.0

小男

49.8

小女

49.4

中男

48.5

中女

47.1

小学校における体育専科教員等によ

る課題校への訪問指導や、中学校に

おける道内全管内の保健体育科教員

の指導力向上に向けた研修会の実施

などの取組により、体力合計点の全国

平均との差が、前年度と比較して縮小

した。

R6.7

全国体力・

運動能力、

運動習慣等

調査
（スポーツ庁）

50.0 50.0 50.0 50.0 50.0

点

3

R5 R6 R7 R8

施策の

方向性

(要約)

○　　豊かなスポーツライフの実現に向け、子どもたちが発達段階に応じて個人目標をもち、自己の能力や適性、興味・関心に応じ、

    いつでもどこでも仲間等と気軽に楽しく運動ができる機会を提供し、運動習慣の定着を図る。

○　　全ての学校において、ICTを効果的に活用した体育・保健体育の授業を展開し、知識、技能の確実な定着や、自己や仲間の課

    題発見・解決するための思考力、判断力、表現力等の育成を図るとともに、楽しさや達成感を感じながら、自ら進んで運動に親し

    む資質・能力を育成する体育・保健体育授業を実践する。

○　　全ての地域において、学校や地域の実態を踏まえ、学校、家庭、地域、関係機関が一体となった子どもたちの運動機会の充実

　　を図る取組を展開する。

前年度

の状況

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

概ね順調

○取組の柱（１）運動機会の提供等による運動習慣の定着

・児童生徒の運動習慣の確立に向けた関係課及び家庭・地域と連携した地学協働の取組を推進

○取組の柱（２）各学校の体力・運動能力の課題や子どもの実態を踏まえた体力向上の取組の充実

・各学校の実態に応じた「体力向上プラン」を効果的に作成・活用するための実践事例の啓発を通じ、組織的・計画的

な取組を促進

○取組の柱（３）運動やスポーツをすることが好きな子どもたちの育成を目指した体育・保健体育授業の改善・充実

・小学校体育専科教員や中学校体育授業実践スペシャリスト等の継続的な配置による授業改善に向けた先進的な取

組の普及及び課題校への指導助言を実施

95.0

小80.1

中98.9

小91.1

中92.5

92.5 95.0

小88.3

中84.4

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名 施策項目８　体力・運動能力の向上　 所管課 健康・体育課（社会教育課）

２　定量評価

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率

R9 調査時期

点

数

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

体育授業以外で週に総

運動時間が60分以上と

回答した小学５年生、中

学校２年生の割合(%)
小男

91.5

小女

87.1

中男

89.1

中女

78.3

体育授業で授業中にＩＣＴ

を活用していると回答した

小学校、中学校の割合

(%)
小75.8

中98.3

90.0

体力や運動能力の向上に

係る具体的な数値目標を

立てていると回答した小

学校、中学校の割合(%)
小86.8

中85.0

小90.8

中86.3

85.0

小男

91.3

小女

84.9

中男

84.9

中女

70.1

90.0 95.0 97.5 100.0

小男

90.7

小女

84.8

中男

88.1

中女

74.4

体育・保健・

安全に関す

る調査

（道教委）

体育専科教員等の授業実践動画や

これまでの教育課程編成の手引など

において、ＩＣＴの具体的な活用場面や

活用方法について啓発したことによ

り、小学校で昨年度と比較して活用し

ている学校の割合が増加するととも

に、中学校も目標値を達成した。

97.5 100.0

99.2% 3

点

100.0

3

90.0 92.5

所管課ＨＰ
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３　定性評価

取組

の柱
(2)各学校の体力・運動能力の課題や子どもの実態を踏まえた体力向上の取組の充実

点

数
1 点

取組

の柱
(1)運動機会の提供等による運動習慣の定着

点

数
0 点

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

④ＰＴＡと協力して、保護者を対象

とした取組を継続

④保護者等を対象とする研修会等

での運動習慣の定着や運動に親

しむことの重要性の啓発

（R5:12管内13回、参加者1,842

名 → R6:14 管 内 17 回 、 参 加 者

1,679名）

④・ＰＴＡと協力した研修会の開催により、地域の実態に即

して、運動習慣も含め望ましい生活習慣定着の重要性に

ついて、保護者や地域住民の理解を深めることができた。

・今後も重要性を浸透させていくため、継続して啓発活動

を実施する必要がある。

④取組の継続により、学校・

家庭・地域が連携した取組

の拡充が見られる。

⑤「地域における家庭教育支援基

盤構築事業」等を活用して、家庭

教育支援に携わる人材から体力

向上や運動習慣定着に向けた働

き掛けを強化

⑤家庭教育支援の講座や事業で

の啓発用資料等を活用した家庭

教育支援者等への働き掛け

（R5:13管内18回、参加者1,953

名 → R6:14 管 内 29 回 、 参 加 者

2,574名）

⑤家庭教育支援の講座やイベントで、運動習慣も含め望

ましい生活習慣定着の重要性について、保護者や地域住

民、行政職員等の理解を深めることができた。

・今後も重要性を浸透させていくため、継続して啓発活動

を実施する必要がある。

⑤取組の継続により、学校・

家庭・地域が連携した取組

の拡充が見られる。

①どさん子元気アップチャレンジの

家庭・地域部門の実施など、家庭

や地域と連携・協働した運動習慣

の定着に向けた地学協働の取組

を推進

②プロスポーツチーム等と連携し

たリズム運動動画のより一層の活

用促進

③「どさん子体力アップ強調月間」

の継続的な実施

①６月に各種目の実施要項を発出

し、１期・２期に分けて実施するとと

もに、それぞれの上位者に記録証

を授与(どさん子元気アップチャレ

ンジ参加者数 R5:282名→R6：

160名)

②４月に活用促進のためのリーフ

レットを作成し周知するとともに、北

海道スキー連盟及び道内高等学

校スキー部と連携し、運動動画の

使用楽曲を利用した冬季における

体力向上の取組を推進する啓発

動画を作成（リズム運動動画の累

計再生回数47，299回、運動啓発

動画の累計再生回数282回）

③各自治体等と連携し、10月に各

地域で実施されるスポーツイベント

等をＨＰにより周知

①昨年度と比較し、参加者数が減少するなど、小・中学校

ともに体育の授業以外で１週間に60分以上運動やス

ポーツをしている児童生徒が昨年度と比較して減少して

いることから、運動習慣の確立に向け、本取組への参加を

含め、家庭や地域等と連携した取組を充実させていくこと

が必要である。

②①と同様、本動画の活用を普及啓発するなどしながら、

運動習慣の確立に向けた啓発の取組を充実させていくこ

とが必要である。

③今後も10月のスポーツの日に合わせて、各自治体と連

携を図りながら、各地域のスポーツイベント等の周知に努

めていくことが必要である。

①～③全国体力・運動能

力、運動習慣等調査結果に

おいて、体育の授業以外に

１週間で60分以上、運動や

スポーツをしている児童生

徒の割合が小学校男子及

び中学校の男女で全国平

均を下回っていることから、

本道生徒の実態に応じた一

層の運動機会の創出が必

要である。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①全国体力・運動能力、運動習慣

等調査の分析結果を踏まえた「令

和6年度新体力テスト分析ツー

ル」の作成・配付

②全国体力・運動能力、運動習慣

等調査結果及び各教育局の体力

向上ロードマップに基づいた取組

に対する指導助言

④どさん子元気アップチャレンジの

学校部門の実施など、各学校と連

携・協働した運動習慣の定着に向

けた取組の推進

①各学校において、調査後に詳細

な分析を進めることができるよう、

５月に配付するとともに、ＨＰに掲

載。

（体力・運動能力向上に向けた学

校全体目標の設定率　

小R5：93.0%→R６：95.4％、

中R5：87.4％→R６：90.2%）

②６月及び12月の北海道体力向

上推進会議において、本道児童生

徒の体力等における現状と課題

や、各管内ごとのロードマップに基

づく取組の方向性について、教育

局指導主事や各管内の体育専科

教員等と共有し、効果的な取組に

ついて指導助言

④５月に各種目の実施要項を発出

し、前期・後期に分けて実施すると

ともに、それぞれの上位者に記録

証を授与(どさん子元気アップチャ

レンジ参加者数 R5：23，618名

→R6：23，541名)

①これまで継続して、本ツールを作成・配付してきたことに

より、体力・運動能力向上のための学校全体の目標を設

定している学校が増加した。今後は、成果を上げている学

校における活用事例を示すなどしながら、効果的な活用を

一層推進していく必要がある。

②体力向上推進会議において共有した内容に基づき、教

育局指導主事と体育専科教員等が連携し、それぞれの管

内の実態に応じた独自の研修会等を実施することができ

た。今後は、各管内において、ロードマップで示した取組の

方向性や内容を一層各学校と共有していく必要がある。

④昨年度と比較し、各種目を合計した参加者数は同程度

であったが、今年度も各学校における体力向上に向けた

取組の一つとして、多くの学校の参加が得られた。今後も

本道児童生徒の実態に応じて、運動内容等の見直しを図

りながら取組を進めていく必要がある。

③各学校の実態に応じた「体力向

上プラン」を効果的に作成・活用す

るための実践事例の啓発を通じ、

組織的・計画的な取組を促進

③R4及びR5年度の実践概要報

告集に掲載されている実践校の

「体力向上プラン」を活用した専科

教員等による課題校への指導助

言（全道134校で実施）

③全道の課題校に小学校専科教員等が訪問し、体力向

上や授業改善の取組について指導助言を行った。今後

は、体力向上推進会議などにおいて、指導助言のポイント

などを共有し、取組の一層の充実を図っていく必要があ

る。

①②④継続した取組、③の

新たな取組により、各管内

や学校における組織的な取

組の充実が図られている。
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取組

の柱
(3)運動やスポーツをすることが好きな子どもたちの育成を目指した体育・保健体育授業の改善・充実

点

数
1 点

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

0.7 3.7 概ね順調

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○取組の柱（１）運動機会の提供等による運動習慣の定着

・児童生徒の運動習慣の確立に向けた関係課及び家庭・地域と連携した地学協働の取組を推進する。

○取組の柱（２）各学校の体力・運動能力の課題や子どもの実態を踏まえた体力向上の取組の充実

・各学校の実態に応じた「体力向上プラン」を効果的に作成・活用するための実践事例の啓発を通じ、組織的・計画的な取組を促進する。

○取組の柱（３）運動やスポーツをすることが好きな子どもたちの育成を目指した体育・保健体育授業の改善・充実

・小学校体育専科教員や中学校スペシャリスト等の継続的な配置による授業改善に向けた先進的な取組や、ＩＣＴを活用した効果的な取組の

普及及び課題校に対し指導助言を行う。

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

3.0

①②小学校体育専科教員

等の配置や、中学校授業実

践・改善セミナーの実施な

ど、これまでの取組を継続し

て行ったことに加え、課題校

への訪問指導などの新たな

取組も実施したことにより、

体育・保健体育の授業改善

が図られてきている。

①小学校体育専科教員等配置校

における体力向上に向けた包括的

な取組の推進とその成果の普及啓

発、課題校への指導助言の実施

②中学校保健体育科教員の教科

等指導力向上に向けた研修等の

実施とその成果の普及啓発

①-1 小学校体育専科教員の配

置（1４校に配置）

①-2 小学校体育専科教員･エキ

スパート教員及び中学校推進教員

の実践概要をまとめ、その成果を

普及啓発

①６月の北海道体力向上推進会議において、体育専科教

員等と本道の課題や取組の方向性について共通理解を

図り、各専科教員等がそれぞれの学校において授業改善

に係る先進的な取組を進めるとともに、６月以降の課題校

への訪問指導や、９月以降の各管内ごとの研修会におい

て、その成果を普及啓発した。また、３月に各取組をまとめ

た実践概要で成果を普及啓発したことにより、各学校の

授業改善に係る取組の充実を図ることができた。今後は、

授業実践の好事例を分かりやすく動画で示すなど、授業

改善の取組の一層の充実を図っていく必要がある。

②-1 中学校体力向上推進教員

（スペシャリスト）の選定(14名）

②-2 中学校授業実践スペシャリ

スト及び学識経験者を講師とする

授業実践セミナーを実施（全14管

内で実施し、２９6名の保健体育教

員が参加）

①② 北海道体力向上推進会議の

開催（３回開催（6月、12月、３月）

専科教員、エキスパート教員等

176名参加）

②８月の北海道体力向上推進会議において、スペシャリス

トと本道の課題や取組の方向性について共通理解を図っ

た後、学識経験者及びスペシャリスト等を講師とした研修

会を全管内で実施するなど、中学校における授業改善の

具体的な取組について広く普及啓発することができた。今

後は、成果を上げているスペシャリストの取組を一層広く

普及啓発していく必要がある。
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施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名 施策項目９　健康教育・食育の充実　 所管課 健康・体育課（社会教育課）

２　定量評価

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

施策の

方向性

(要約)

○  健康教育・食育の充実に向けたＰＤＣＡサイクルへの支援、ＩＣＴを活用した個に応じた指導の推進や実践研究及び好事例の発信

   などを通じ、望ましい生活習慣・食習慣の定着など、生涯にわたり心身共に健康な生活を送るための資質・能力の育成を図る。

○  健康教育や食育に係る研修会の開催や指導助言体制の改善、リーダー育成システムの構築を通じ、中核的な役割を果たす養護

   教諭・栄養教諭の指導力の向上を図る。

○  学校保健委員会の活性化やＩＣＴを活用した家庭・地域との連携強化、学校給食等を活用した持続可能な食を支える食育を通

    じ、学校・家庭・地域が一体となった子どもたちの健康づくりの充実を図る。

前年度

の状況

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

やや遅れて

いる

○取組の柱（１）健康・安全・食に関する資質・能力（健康リテラシー等）の育成

・各学校の教育の方針等に健康教育・食育を位置付けるとともに、養護教諭・栄養教諭が中核となって学校全体で健

康教育・食育を推進する体制の整備に向けた学校への指導の充実

　　

○取組の柱（２）健康教育・食育推進の中核的な役割を果たす養護教諭・栄養教諭の指導力の向上

・経験豊富な養護教諭・栄養教諭等を学校や調理場に派遣し、養護教諭・栄養教諭の業務支援体制の強化と資質・能

力を向上

○取組の柱（３）学校・家庭・地域が一体となった子どもたちの健康づくりの充実

・子どもたちが他者と協働し、主体的に課題解決に取り組むことがきるよう、食に関する指導などの取組を通じ、ＩＣＴを

活用した効果的な指導を推進

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査時期

78.2%

健康教育推進リーダーによる生活習

慣の改善に向けた実践研究を実施し、

報告書を周知するとともに、養護教諭・

栄養教諭等を対象とした研修会で成

果の普及を行った（138名）。　

初任段階養護教諭等研修、初任段

階栄養教諭等研修及び中堅栄養教

諭等資質向上研修において、生活習

慣・食習慣に関する講義・演習を実施

（262名）し、９割を超える受講者が

「役立った」と回答している。

「早寝早起き朝ごはん」運動啓発強

化期間において周知（７月～８月及び

12月～１月、庁舎内放送）したほか、

望ましい生活習慣の定着や家庭教育

の推進に関するパネル展を開催した

（７月、道庁１階、参加者70名）。

朝食摂取の割合は、全国的にも緩や

かな減少傾向にあり課題となってい

る。引き続き、生活習慣や食に関する

指導などを通じて、家庭に朝食摂取を

働き掛ける必要がある。

点

全国学力・

学習状況調

査

(文科省）

R6.4

1

4

健康教育に係る研修会に

参加した学校の割合(%)

20.6

(R3)
107.5%

「朝食を毎日食べている」

と回答した小学６年生、中

学３年生の割合(%)

小81.5

中77.4

小80.7

中75.4

小80.3

中76.0

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

新たに学校三師の年間活用例を作

成し、学校保健委員会への参画を促し

たほか、教育局による学校訪問指導

時の指導助言のポイントを示すととも

に、初任段階養護教諭等研修におけ

る学校外の委員と連携した取組例を

示した演習を実施（127名）した。
79.3 79.0

60.0 85.0 90.0 95.0

点

R７．３

学校保健委

員会の設置

状況等調査

（道教委）

3

学校保健委員会に学校外

の委員が出席した学校の

割合(%)

45.0

(R3)

100.0

92.9%

早期に研修日程や内容を定め、各教

育局からも教育長・校長会議等で参

加促進の働き掛けを実施した。

健康教育推進研究協議会（９月～

11月、３会場、509名）、北海道学校

保健・安全研究大会（11月、81名）、

北海道学校給食研究大会（8月、234

名）、がん教育研修会（11月、55名）

を開催し、学校における取組を促進し

た。

31.4 35.8

点

該当する研

修会の参加

校数から集

計

（道教委）

R6.7～１２

33.3 33.3 33.3 33.3 33.3

所管課ＨＰ

－58－ 



③養護教諭・栄養教諭等を対象と

した研修会で、講義・発表・演習を

実施（333名参加）。

③道立特別支援学校では、ICTを活用し、給食管理や食

に関する指導について栄養教諭が情報を交流を行ったり、

保護者との双方向で連携したりするなどしている。市町村

教育委員会によってICT環境に差があり活用状況に課題

がある。

③－２ 調査結果から見えた課題を踏まえ、改善に向けたポ

イントの資料の通知を基に、初任管理職オンデマンド研修

を実施した。

①一人職である養護教諭にとって、先輩養護教諭との交

流は貴重な機会であり、養護教諭の指導力向上について

は、一定の進展がみられる。

新たに健康教育推進リーダーを初任段階養護教諭の配

置校に派遣し、指導助言を実施。派遣先の課題解決が図

られるとともに、派遣したリーダーの資質向上につながっ

た。

(R８.6)

進捗状況

点

R６.10

令和6年度の主な取組【Ｐ】

栄養教諭による食に関す

る指導の月当たり平均取

組回数(回)（小・中）

小2.4

中1.7

4.5 6.5 8.5 10.5

取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】

12

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

学校給食における地場産

物の使用率(%)

48.2

(R3)

50.0 50.0 50.0 50.0 50.0

(R10.6)

R5 R6 R7 R8 R9 調査時期

R７．５

学校給食に

おける地場

産物の使用

状況等調査

（道教委）

（隔年

実施）

初任段階栄養教諭等研修及び中堅

栄養教諭等資質向上研修において、

学校給食に使用する食材の選び方や

学校給食の栄養管理及び献立作成に

ついての講義・演習を実施（64名）し

たほか、北海道学校給食コンクールを

実施し、ＨＰ等で地場産物を活用した

好事例を周知した｡
47.3

（隔年

実施）

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

点

数
1 点

３　定性評価
取組

の柱
(1)健康・安全・食に関する資質・能力（健康リテラシー等）の育成

点

数
1 点

56.2%
1

初任段階栄養教諭等研修及び中堅

層栄養教諭等資質向上研修におい

て、栄養教諭の職務についての講義・

演習を実施（64名）した。

北海道学校給食研究大会、北海道

学校給食研究協議会栄養部会研修

及び調理場部会研修において食に関

する指導に係る講義・演習を実施し

た。

地域によって食に関する指導の取組

状況に差があることが明らかになった

ことから、栄養教諭の研修の受講状況

を確認し、受講の働き掛けを行った。

小2.5

中1.5

小4.6

中2.7

体育・保健・

安全に関す

る調査

（道教委）

①学校管理職、調理場長、

養護教諭・栄養教諭等を対

象とした研修において、資料

を活用した取組の一層の充

実を図る。

②健康教育推進リーダーに

よる実践研究と成果の普及

の取組が、一定の成果を上

げている。

①－２ 学校における食育推進体

制の実態調査の結果を踏まえて

「改善のポイント」を作成するととも

に、「学校における食育推進モデル

プログラム」を一部改正し、ＰＤＣＡ

サイクルを確立

②－１ 健康教育推進リーダー（14

名）による実践研究、報告書の作

成､周知

①－１ 初任段階養護教諭等研修

で好事例を紹介し、自校の取組に

つながる講義・演習を実施（対象

127名）。

①調査結果から食育推進体制が整備されていると回答し

ている学校は100％、学校の教育方針や指導の重点に

「食育の推進」を位置付けていると回答している学校は

86.4％となっているが、栄養教諭等が関わっている食に関

する指導の１か月当たりの取組回数が3.8回という結果か

ら栄養教諭を中核とした食育の推進に課題がある。

・（※学校保健委員会調査の結果を踏まえた記載を追加

予定）

③研修会等においてICTを

活用した食に関する指導の

効果的な取組を周知する。

③ICTを活用した効果的な指導の

推進

①リーダー育成を主とする養

護教諭の指導力向上に向け

た取組は着実に進展してい

る。

栄養教諭は一定の進展が

みられるが、指導力向上に

向け、新たに情報交換サイト

の設置等を検討する。

②一人職である養護教諭・

栄養教諭の地域における連

携強化や、それぞれの専門

性を生かした効果的な取組

につながっており、一定の進

展がみられる。

③新たな研修項目の設定

や、新たな形での研究協議

会の開催等により、多くの養

護教諭・栄養教諭等に必要

な情報を伝えることができ、

一定の進展はあった

③－１ 健康教育推進研究協議会

の開催（札幌市、函館市、釧路市

で開催、計509名）【再掲】

③－２ 学校における食育推進体制

の整備に向けた実態調査を実施

③－１ 健康教育推進研究協議会の協議・演習において、

「生活習慣を適切に把握する具体的な方法」「児童生徒

の目指す姿１年間の取組プランの作成」「家庭との効果的

な連携方法」は、それぞれの学校での課題を多職種で共

有することで、自校での食育推進体制の在り方を具体的に

考えることができた。

①健康教育・食育の学校の教育方

針等への位置付けと、養護教諭・

栄養教諭が中核となって学校全体

で健康教育・食育を推進する体制

の整備に向けた指導の充実

②各地域の健康教育をけん引する

リーダー（健康教育推進リーダー

等）による望ましい生活習慣・食習

慣の定着や心の健康をテーマとし

た実践研究の推進と成果の普及

啓発

取組

の柱

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

②養護教諭・栄養教諭が合同で実施した研修項目はアン

ケート評価が高く（「役立った」が平均96.3％）、「同じ地

域の養護教諭・栄養教諭に話をしやくすくなった」などの声

があった。

①健康教育推進リーダー（14名）

による養護教諭の指導力向上に向

けた支援

②養護教諭・栄養教諭の研修の一

体化

③栄養教諭を中核とした食育推進

体制の整備

①－１ 初任段階研修での実践発

表、質疑応答の実施（養護教諭

282名）。

①－２ 健康教育推進リーダー（養

護教諭10名）が初任養護教諭の

学校を訪問（23校）し、指導助言

等を実施。

②養護教諭・栄養教諭の初任研

で、一部の講義・演習を合同で実

施（対象172名）。

健康教育推進研究協議会の開催

（札幌市、函館市、釧路市で開催、

計509名）

②－２ 養護教諭・栄養教諭等を対

象とした研修会で実践発表（755

名参加）。

②養護教諭・栄養教諭等を対象とした研修会（計９研修

会）での実践発表のアンケート評価が高く（「役立った」が

平均97.2％）、「自校にも活かせると感じた取組があった」

などの声が多数あった。

(2)健康教育・食育推進の中核的な役割を果たす養護教諭・栄養教諭の指導力の向上

－59－ 



○取組の柱（１）健康・安全・食に関する資質・能力（健康リテラシー等）の育成

　子どもたちが他者と協働し、主体的に課題解決に取り組むことがきるよう、ICTを活用した効果的な指導を推進する。

　　

○取組の柱（２）健康教育・食育推進の中核的な役割を果たす養護教諭・栄養教諭の指導力の向上

経験豊富な養護教諭・栄養教諭等を学校や調理場に派遣するとともに、学習会や情報交換の場を設定し、養護教諭・栄養教諭の業務支援

体制の強化や資質・能力の向上を図る。

○取組の柱（３）学校・家庭・地域が一体となった子どもたちの健康づくりの充実

　各学校における教育の方針等に健康教育・食育を位置付けるとともに、ＩＣＴを活用するなどして、家庭や地域との連携の充実を図る。

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

2.3 1.0 3.3 やや遅れている

①毎年100名程度の採用

がある養護教諭の初任研で

講義・演習を積み重ねること

により、一定の進展がみられ

る。

校長会議等を通して、管理

職の一層の理解促進を図

る。

②給食のレシピをＳＮＳ等で

紹介し、家庭の食事に地場

産物の活用や給食の献立を

取り入れてもらうきっかけと

なった。

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

③学校給食研究大会や学校給食

コンクールを開催し、学校給食への

地場産物の積極的な活用促進な

ど食育の推進　

①－１ 新たに学校三師の年間活

用例を作成し、学校保健委員会へ

の参画を促した。

①－２ 教育局による学校訪問指導

時の指導助言のポイントを提示。

①－３ 初任段階養護教諭等研修

で好事例を紹介し、自校の取組に

つながる講義・演習を実施（対象

127名）。【再掲】

②献立表や給食だより等の発行に

ＩＣＴを活用し、いつでも簡単に閲覧

ができ、感想等の意見をもらえるよ

うな双方向の取組事例を周知

・教育局の学校訪問指導で管理職の理解促進を図るとと

もに、初任研に学校保健組織活動の活性化に関する講

義・演習を設定することで、多方面からの理解の促進を図

ることができた。

②栄養教諭等の研修会において、献立表や給食だより等

の発行にＩＣＴを双方向で活用している事例や実施方法を

学び、自分の地域でも活用したいという声があった。栄養

教諭等が食に関する指導に使用できるタブレット等が支給

されていない地域があることから、食に関する指導に活用

できるようICT課に働き掛け、学校での予備機など使用で

きる幅が広がった。

③北海道学校給食研究大

会では、保護者・給食関係

者が一体となって協議を行

い、地場産物の活用等の理

解が深まった。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①学校保健組織活動の活性化に

向けた指導助言

②食に関する指導等におけるＩＣＴ

を活用した保護者への普及啓発の

推進

③－２ 北海道学校給食コンクール

の開催(Ｒ７．１月実施)

③－３北海道学校給食コンクール

の内容及び審査結果の周知

③－１ 北海道学校給食研究大会の第４分科会において、

地場産物の活用等について活発な協議が行われた。参加

者に調理従事者が多かったことから、地場産物の調理方

法など多岐にわたって協議が深まった。北海道の学校給食

研究大会の記録誌を全管内に送付し内容を周知した。

③－２・３ 北海道学校給食コンクールの二次審査では、調

理実技審査を行った。コンクールの内容と審査結果をＨＰ、

クックパッド、ホテルポールスター札幌などで学校関係者以

外にも地場産物を活用した学校給食を広く周知した。

③－１ 北海道学校給食研究大会

の開催（８月、234名参加）

取組

の柱
(3)学校・家庭・地域が一体となった子どもたちの健康づくりの充実

点

数
1 点

－60－ 



道徳科の保護者や地域へ

の授業公開を全学年で

行っている学校の割合

(%)（小） 7０．８

（R3）

91.0

107.7%
4

社会に開かれた教育課程の実現に

向け、道徳教育パワーアップ研究協

議会での説明や指導主事による学

校訪問において、各学校の状況に応

じて指導助言したことにより、家庭・

地域社会との連携による道徳教育の

充実を意識する学校が増えた。80.7 (R7.10)

74.9 79.0 83.0 87.0

点
R6.7

(R7.7)

教育活動等

に関する調

査

（道教委）

4

道徳教育パワーアップ研究協議会

等において、生徒がＩＣＴを活用し自

分の考えをまとめたり他者と考えを

共有したりする先進校の好事例を広

く周知したことにより、授業改善につ

ながった。87.6 92.6

点

全国学力・

学習状況調

査

（文科省）

R6.4

道徳の授業で、自分の考

えを深めたり、話し合った

りする活動に取り組んで

いる児童生徒の割合(%)

（中）

88.8

90.8 91.6 92.4 93.2 94.0

101.1%

道徳の授業で、自分の考

えを深めたり、話し合った

りする活動に取り組んで

いる児童生徒の割合(%)

（小）

82.3

90.0

101.7% 4

道徳教育パワーアップ研究協議会

等において、児童がＩＣＴを活用し自

分の考えをまとめたり他者と考えを

共有したりする先進校の好事例を広

く周知したことにより、授業改善につ

ながった。83.9 88.3

85.7 86.8 87.9 89.0

点

全国学力・

学習状況調

査

（文科省）

R6.4

4

道徳教育パワーアップ研究協議会

を実施し、道徳科及び道徳教育に関

する理解を深めたことにより、道内の

道徳教育の充実が図られ、生徒の自

己肯定感の向上につながった。
79.6 82.9

点

全国学力・

学習状況調

査

（文科省）

R6.4

自分には、よいところがあ

ると思う児童生徒の割合

(%)（中）
77.6

78.9 80.2 81.5 82.8 84.0

103.4%

自分には、よいところがあ

ると思う児童生徒の割合

(%)（小）
76.8

81.1 82.4

78.9 81.0 83.0 85.0

R7 R8 R9 調査時期

87.0

101.7% 4

道徳教育パワーアップ研究協議会

を実施し、道徳科及び道徳教育に関

する理解を深めたことにより、道内の

道徳教育の充実が図られ、児童の自

己肯定感の向上につながった。点
R6.4

全国学力・

学習状況調

査

（文科省）

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名 施策項目10　道徳教育の充実 所管課 義務教育課（社会教育課、高校教育課、教職員育成課）

２　定量評価

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

施策の

方向性

(要約)

○　　幼児期から高校までの教育活動全体を通じて、人間としての生き方を考え、主体的な判断の下に行動し、自立した人間として、

    他者とともにより良く生きるための基盤となる道徳性を養う教育を推進する。

○　　学校における道徳教育について、保護者や地域の人々と共通理解を図り、相互の連携に向けた取組を推進する。　

○　　人権に関する正しい知識を深め、自他を尊重する態度を育成する人権教育の取組を推進する。

前年度

の状況

総合評価 評価年度（令和 6年度）の取組【Ｐ】

概ね順調

○取組の柱（１）学校の教育活動全体を通じた組織的・計画的な道徳教育の推進

・道徳教育の充実に向け、教員の指導力向上に関する研修や教職員研修計画を踏まえた各基本研修を実施

○取組の柱（２）道徳科の授業改善の取組の推進

・道徳科の授業改善に関する指導資料や好事例などを取りまとめた、北海道版道徳教育アーカイブを作成

○取組の柱（３）家庭や地域社会との連携による指導の充実

・スポーツ選手や芸術家など、本道にゆかりのある著名人による授業と道徳科の関連を図るとともに、地域と連携を

図った道徳教育の好事例を取りまとめ、北海道版道徳教育アーカイブに掲載

○取組の柱（４）組織的・計画的な人権教育の推進

・各種研修の機会を活用し人権教育を充実するとともに、学校における人権教育の組織的・計画的な取組を推進

・人権教育研究指定校の取組成果を普及

・地域フォーラムの開催により子どもの権利についての理解を深めるなど、地域ぐるみで心の教育、人権教育を推進

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6

所管課ＨＰ

－61－ 


